
　１．はじめに

　わが国の国際旅行者数は大幅な出超にある。日本

人の海外渡航者数は、２００１年のアメリカ同時多発テ

ロ事件やＳＡＲＳの影響で多少の変動はあったが、基

本的には、順調に増加しており、２００２年で１，６５０万

人となっていた。これに対し同年の訪日外国人数は

５２０万人であり、必ずしも順調に伸びているわけで

はなかった。さらに、国内宿泊旅行は減少傾向を示

しており、政府として何らかの政策対応が迫られて

いた３７）。

　こうした実状に鑑み、政府は、２００３年に「観光立

国宣言＊１」を行い、観光推進のためのさまざまな政

策、施策を導入することとなった３６）。国内旅行促

進に関しては、例えば連続休暇取得によって旅行需

要創出を図る等の取組みがなされ、外国人の訪日促

進については、ビジット・ジャパン・キャンペーン

に包括されるさまざまな観光政策の立案、実施がな

されている。こうした動きは、地方公共団体におい

ても見られ、観光を通じた地域振興、まちづくりへ
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　現在、わが国では、官民ともに観光に注目した動きが見られるが、成功を収めるために

は、「いかに的確に観光需要をとらえ、それに対応した行動をとるか」という分析的対応

が必要である。本稿では、観光需要に影響を及ぼす要因として「魅力度」を取り上げ、先

行研究の整理から「観光資源、交通アクセス、政策」という概念形成を提示した。さらに、

わが国の各観光地が持つ「魅力度」の構造を把握することを目的に、公表データを用いた

因子分析を行い、自然資源、施設、都市などの五つの因子を抽出した。また、これらの因

子と観光需要の関係について検証し、観光需要量に有意に影響を及ぼすという結果を得た。
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の効果に対する期待も膨らんでいる。民間主体にお

いても、旅行業、宿泊業、運輸事業者を中心に、観

光に注目した動きが見られる。

　このような動きが成功を収めるためには、言うま

でもなく、「いかに的確に観光需要をとらえ、それ

に対応した行動をとるか」という分析的対応が必要

である。観光需要に影響を及ぼす要因としては、そ

の地域の魅力、交通アクセス等が考えられるが、そ

うした要因ついて分析、検討し、各々の施策・戦力

に反映することが肝要である。「観光マーケティン

グ」という考え方が注目されており、今後、ますま

す、観光需要に対する分析的アプローチが重要にな

ってくると思われる。

　本稿では、以上の問題意識に基づき、観光需要に

影響を及ぼす要因について、既存の公表データを用

いてマクロレベルの分析を試み、検討を行う。以下、

第２章で観光需要に影響を及ぼす要因について、先

行研究の整理を行い、それに基づき「魅力度」の概

念形成を試みる。第３章では、わが国の各観光地が

持つ「魅力度」の構造を把握することを目的に、公

表データを用いた因子分析によって、わが国におけ

る観光地の因子を導出する。最後に、第４章におい

て結論を述べる。

　２．観光需要に影響を及ぼす要因

「観光」が、「余暇時間のなかで、日常生活圏を離

れて行うさまざまな活動であって、ふれあい、学び、

遊ぶことを目的とするもの」と定義されるように３５）、

観光需要は、さまざまな要因に基づいて形成される。

本章では、先行研究から、観光需要に影響を及ぼす

要因について整理し、検討を行う。

　２－１　先行研究

　観光に関する研究は、さまざまな分野で進められ

ている。土木計画学において観光交通は非日常交通

としてとらえられ、交通計画上の必要性から、交通

需要予測における研究が行われている。研究対象と

しては、発生・集中、周遊行動、魅力度評価などが

あげられ３３，２４，１８）、その成果を用いた交通需要予

測モデルの構築が進められている。「魅力度」は、

人々の行動を決定する要因として重要な変数であり、

観光需要に直接影響を及ぼす要因ととらえられ、観

光スポットが保持する固有の魅力度の計測や１９）、

観光周遊行動や目的地選択のモデル化に際して定量

化がなされている２５～２７） 。これらの研究のほとんど

は、観光地のイメージや交通アクセスに対する評価

について、観光客や有識者へのアンケート調査を行

ってデータを得ており、ＡＨＰ手法や構造方程式に

よる計量化手法を用いて魅力度の定量化を試みてい

る。定量化された魅力度は、交通需要予測モデルに

組み入れられ、その結果は、観光地における道路整

備のあり方等の政策形成に役立てられている。

　土木計画学以外では、次の研究があげられる。観光

地に不足している点、有利な点を判断できるように

することを目的に、主に観光地の雰囲気に関する魅

力について定量的な評価モデルを構築し、それによ

り客観的に観光地の順位付けを行った研究 ３１，３２，２８）

や、観光計画上、観光資源の保護育成エリアの確保、

魅力ある観光ルートの形成、入込観光客の需要予測

等を決める要件を確認する目的で、因子分析や数量

化Ⅰ類等の多変量解析を用いて、観光資源の評価を

行っている研究２３）等である。

　海外においては、１９７０年代から本格的に研究が進

められている１２）。それらは、マーケティングや観

光客の行動分析を目的にしており、ある観光地を訪

れたときに得たイメージが再訪問や他者への推薦に

つながる過程３）、観光客の特性（年齢、性別等）と

イメージの関係２）、イメージそのものの形成１）、

観光資源の比較優位９）、目的地イメージの概念フ

レームワーク６）等を対象としている。これらの研究

は、アンケート調査からデータを得て、因子分析等

の多変量解析により、要因を明らかにすることを試

みている。また、ヘドニックアプローチを用いて、

観光地の魅力を分析している研究１３，８）もある。それ

らは、ヨーロッパで主流の長期滞在型旅行を対象に

しており、ホテル設備を説明変数にしてパッケージ

価格に回帰させ、その差を観光地の魅力の差として

いる。

　この他、国内の研究として、直接的に魅力を計測

しているわけではないが、クラスター分析を用いて

観光の需要構造を分析し、需要に影響を及ぼす要因

を明らかにしている研究２１）がある。さらに、有識

者による評価や消費者調査を行い、それらをまとめ

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）７

観光需要に影響を及ぼす要因について １８７

　＊１　２００３年１月の第１５６回国会における施政方針演説で、小
泉内閣総理大臣が、約５００万人にとどまっている訪日外
国人旅行者を２０１０年に倍増させることを目標とする方針
を示した。その後、観光立国推進戦略会議が設置され、
（１）国際競争力のある面的観光地づくり、（２）国際競争力
強化のためのソフトインフラ、（３）外国人旅行者の訪日
促進、（４）国民の観光促進という四つの課題と５５の提言
が取りまとめられたことから、これらの計画や提言に基
づき、観光立国の実現に向けて所要の施策を推進してい
る３６，３８）。



た調査報告書４１，４２）も公表されている。

　以上の先行研究に共通するのは、アンケート調査

や有識者へのインタビューを通じてデータを得て分

析していることである。このような手法により、観

光行動を個人レベルで精緻にとらえることが可能と

なり、その結果を、研究対象地域の観光地形成や、

インフラ整備に役立てることができる。

　一方、この種の分析は、観光需要の要因や特定地

域における観光地としての特性を明らかにする反面、

公表データを用いていないために、それら要因の効

果を時系列で見ること、マクロレベルに拡張するこ

とが困難である。また、これらの研究では、一般的な

形で「魅力度」の概念形成が行われているわけでは

ない。各論文は、ある意味でそれぞれ異なった「魅

力度の概念」を暗黙に想定し、アンケートによって

データを得、分析していることになる。ただ、「魅

力度」は観光需要に影響を及ぼす概念と言い換える

ことができるのであり、それが政策や事業運営にお

いて活用されるためには、まずは普遍的な形での概

念形成が必要であると考えらえる。

　２－２　観光需要に及ぼす要因：「魅力度」

　以上述べたように、多くの先行研究は個別データ

に基づいており、そのための限界を指摘することが

できる。この問題を克服するためには、公表データ

の利用や「魅力度」に関する一般的な概念形成が有

効である。「いまある資源を活かし、官民が連携し

た魅力ある観光地づくり」というような表現が多く

見られるが、「いまある資源」が、どの程度観光需

要に影響を及ぼすのかが明らかにならない限り、活

用するべき資源が特定できず、「魅力度」を活用す

ることは不可能である。

　先行研究における「魅力度」を整理すると、観光

資源そのものに関する評価やアクセシビリティに関

する評価、観光地のイメージに関する評価等が用い

られている。特に観光地のイメージに関する評価は、

その地域の観光政策や民間主体の観光行動を反映す

るものである。以上をまとめると、「いまある資源」

に対する「魅力度」には、①観光資源、②アクセシ

ビリティ、③観光政策・事業という三つの面がある

と考えられる。観光資源があるだけでは魅力になら

ず、資源を活かすためには、それに対する政策や事

業が必要となり、また、アクセシビリティも重要な

位置を占めるということになる＊２。

　観光資源とは、その地域にある資源そのものであ

り、歴史資源、自然資源、レクリエーション施設等

がこれにあたる。アクセシビリティは、観光の出発

地と目的地の間の移動のし易さである１１）。観光政

策・事業は、行政機関が観光資源を開発・保護する

ことや、民間主体が事業を展開して資源を活用する

ことである。

　これらの要素を総合的に評価したものが「魅力度」

であり、「魅力度」の活用とは、常に変化する観光

需要に対し、「資源、政策・事業、アクセシビリテ

ィを、どのように適応させていくのか」ということ

であると考えられる。

　ところで、観光地は、消費者に認識されてはじめ

て観光地となる。たとえ、資源が多くても、それを

消費者が「観光資源」として認識し「魅力」を認め

ない限り、観光地となることはあり得ない。そのた

め、地域の特性を観光資源として、消費者にアピー

ルし、「魅力」を持たれるよう努めることが必要で

ある。つまり、観光需要に基づいて、数ある資源の

中から活用する資源を特定し、それを観光需要に見

合うようにする政策や事業が実施され、また、その

資源や他の資源間との交通アクセスが検討されると

いうことである。以上の段階を示したのがFig.1で

あり、各段階については、次のとおりである。

［第１段階］「特性の把握」魅力候補の把握…地域

の特性について把握し、魅力候補として、観光資源

を絞る。

［第２段階］「消費者の把握」求められている観光

地、観光資源の把握…消費者が求めている観光地を

把握する。

［第３段階］「観光資源化」魅力候補を「魅力」に

する…消費者のニーズに対し、観光資源を加工する。

これには、保護も含まれる。

［第４段階］「消費者へのアピール」

　以上の段階を踏まえ、「魅力」ある観光地が形成

されると考える。さらに、Fig.1に示した段階以降、

観光地として消費者に認識されてからは、その観光

地の「魅力」を「維持」、「改良」していくことに

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ 平成１８年１０月（　　）８
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　＊２　ただし、秘境の温泉が魅力的であるように、交通アクセ
スの改善が常にプラスの効果を及ぼすわけではない点に
注意２０）。

Fig. 1　観光地の形成プロセス
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第４段階
アピール

第３段階
「観光資源」化

第２段階
消費者の把握

第１段階
特性の把握

１）消費者動向１）資源の活用
２）資源の創出
３）社会基盤整
備（交通）

１）消費者動向１）固有資源
２）近接性
　（交通機関）



なる＊３。また、「魅力」が概念形成されることによ

り、各段階における、国、地方公共団体の役割、企

業の役割が決まるだろう。たとえば、森林等の自然

資源を「観光資源」として活用していくのであれば、

国ないし地方公共団体により、その森林を「保護」

するという政策が実施される必要がある。一方、民

間主体が所有するレジャーランドが「観光資源」で

あり、観光地として消費者に認識されている状況で

あれば、その事業を行っている民間主体に任せ、国

や地方公共団体が、主体的に観光政策を実施する必

要はない。

　本稿では、Fig.1に基づき、わが国における「現在、

観光地に存在および投下された資源」について、そ

の特徴を明らかにし、それらが及ぼす観光需要への

影響を検討することを試みる（Fig.1、第１段階）。

　３．わが国における観光地の構造把握

　前章で述べたとおり、魅力度評価については、さ

まざまな分野で研究されているが、アンケート調査

に基づく分析や有識者による評価が一般的である。

これに対し、時系列的な変化の把握やマクロレベル

への拡張をするためには、公表データを用いた分析

が必要であると考える。しかし、わが国の実状では、

観光に関する全国的かつ包括的な調査は行われてお

らず、「魅力度」を直接評価することは困難である。

　そこで本稿では、現在入手可能な観光に関する公

表データを使用し、各地域の特性を体系的に表すこ

とを試みる。ここで特性とは、「現在、各地域に存

在する観光に関係する資源」によって構成されるも

のであり、これを明らかにすることが、わが国の観

光地に関する構造把握の一つの試みである。

　３－１　分析

　小論の問題意識からすれば最終的な目標は、公表

データを用いて、観光地の魅力度を評価することに

ある。しかし、全国規模で統一された観光地別の公

表データはほとんど存在しない。そのため、ここで

は都道府県別の観光に関する公表データを用いて、

各都道府県の特性の解明を試みる。すなわち、都道

府県単位での特性の把握ということになるが、これ

は各地域の分析のための方法論的な検証にもなると

考える。

　分析手法は因子分析である。周知のように因子分

析は、多くのデータから、潜在的な共通因子を推定

する方法である＊４。たとえば、観光客の行動は、さ

まざまな要因から成ることが考えられるが、その行

動に共通する要因を明らかにすることができる。

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）９

観光需要に影響を及ぼす要因について

　＊３　観光地の発展から衰退については「Ｔｏｕｒｉｓｍ Ｌｉｆｅ‐ ｃｙｃｌｅ」
という概念の下、研究が進められている。旅行者数のデー
タを経年で見て、その増減により、観光地の発展段階を明
確にしている研究４）や、旅行者数のライフサイクルをモ
デル化、推定し、観光地の発展段階を示した研究 １０，７）

がある。しかし、これら発展段階に基づいて、国や地方
公共団体が行うべき政策や、民間主体の行動について、
議論は及んでいない。

　＊４　因子分析の詳細については専門書を参照されたい３０）。
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Table 1　変数について

出　　　所意　味単　位変数名

参考資料４３）、４４）歴史合計数国宝１
日本観光協会歴史、景観Ｈａ伝統的建造物群保存地区２
日本観光協会自然箇所数ハイキングコース３
日本観光協会自然箇所数キャンプ場４
日本観光協会自然温泉地数温泉５
日本観光協会自然箇所数スキー場６
日本観光協会自然箇所数海水浴場７
日本観光協会自然箇所数マリーナ・ヨットハーバー８
日本観光協会施設箇所数ゴルフ場９
日本観光協会施設箇所数レジャーランド１０
日本観光協会施設客室数ホテル１１
日本観光協会施設客室数旅館１２
日本観光協会施設、文化箇所数博物館１３
日本観光協会施設、文化箇所数美術館１４
日本観光協会施設箇所数水族館１５
日本観光協会施設箇所数動・植物園１６
日本観光協会産業箇所数産業観光施設１７
参考資料４０）産業事業所数飲食料店数１８

注）変数は、すべて面積で基準化している。そのため、単位はすべて面積あたりである。



　分析に用いるデータは、Table 1に示すとおりで

ある。これらの変数は、「都道府県に存在する観光

に関係する資源」に基づき地域の特性を表すもので

あり、観光資源に関する先行研究を基に、選択され

たものである。観光資源に関する研究には多くの蓄

積があるが１５，１７） 、たとえば日本交通公社調査部

（１９９４）では、Fig.2に示す分類を提示されている。

ここでは、この分類に基づき、自然、歴史、景観、

文化、施設、産業の観点から、それらに対応したデ

ータを用いて分析する＊５。データはすべて２０００年の

ものであり、各変数を、都道府県の面積で基準化し

ている。因子抽出法は主因子法を用い、因子負荷量

には、バリマックス法による回転後の数値を用いた。

　因子分析の結果は、以下のとおりである。抽出さ

れた因子数は五つであり、７２．３％の説明力を有して

いる（Table 2）。また、Table 3は、因子負荷量によ

る因子別の変数の順位、Table 4は、因子得点によ

る因子別の都道府県の順位のうち上位１０位を、それ

ぞれ表している。これに基づき、五つの因子につい

て、次のとおり解釈した。

　第１因子は、上位に、スキー場、博物館、キャン

プ場がある。とくに、スキー場、キャンプ場につい

ては、他の因子では上位にないことから、スキーや

キャンプに関連する特徴があり、それらを大きくと

らえると、「自然」資源に特徴があると考えられる。

上位にある都道府県は、一部例外を除いて、スキー

場やキャンプ場が多い県である。

　第２因子は、上位に、レジャーランド、ゴルフ場、

動・植物園、産業観光施設等の観光施設が多いこと

から、施設型の観光に特徴があると判断できる。上

位にある都道府県は、いずれもレジャーランドやゴ

ルフ場等の施設数が、全国平均と比較して多い県で

ある。

　第３因子は、上位に、飲食料店数、ホテル客室数

があることから、大都市としての特徴であることが

考えられる。この因子には、国宝数も上位にあり、

歴史的な特徴もあることがわかるが、国宝の多くは、

都市部に集中しているため、国宝も都市を表してい

ると考えられる。上位にある都道府県は、そのほと

んどが、大都市であることが確認できる。

　第４因子は、上位に、海水浴場、マリーナがある

ことから、海を資源とする観光に特徴があると判断

できる。上位にある都道府県は、いずれも海水浴場

やマリーナの数が全国平均に比較して多い県である。

　第５因子は、上位に、美術館、伝統的建造物群保

存地区、ハイキングコース等がある。またこの因子

では、他の因子では下位にある温泉地数が上位にあ

ることから、温泉地の特徴を持つと考えられる。た

だし、この因子は、他と比べて因子負荷量が小さく

なっている。

　以上により、一つの解釈として、わが国の観光地

（都道府県）の特徴は、上記の五つの因子から構成さ

れていると考えることができる。ただし、Table 1

に示した変数は「資源数」であり、各資源の規模や

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ 平成１８年１０月（　　）１０

鎌田裕美、山内弘 

注）建造物：都市建造物、産業観光施設、その他の建造物。観覧施設
Ⅰ：動物園、植物園。観覧施設Ⅱ：博物館、美術館。観覧施設Ⅲ：
水族館。

出典）参考文献２２）。
Fig. 2　観光資源の種類
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Table 2　因子分析結果概要

内訳（％）累積寄与率
（％）

抽出
因子数年

５４３２１

３．８５．３９．２１３．４４０．６７２．３５２０００

Table 3　因子別変数順位

５４３２１

０．４９６１４０．７０４７０．９３２１８０．８７１００．９０３６１

０．４６８２０．６８９８０．８６１１１０．８３９９０．７６６１３２

０．４６３３０．４８８１５０．８０２１０．６１７１２０．６９６４３

０．３５５５０．２７４１６０．４６７１４０．６１３３０．６３７１６４

０．３２６８０．２５８１２０．３７２１５０．５７２１６０．５７８１４５

０．２０６１３０．１４８１１０．３３８１３０．４９１７０．５５８１２６

０．２１６０．１３７１７０．２５１１６０．４０８１５０．４２６２７

０．１６３１２０．１３３４０．１５５１７０．４０２１３０．４０８１７８

０．１１６１０．１３９０．１５２１２０．３６３１４０．４０７１５９

０．０２８１８０．０７９１００．１１３０．３３２４０．３８８１１１０

０．０１４６０．０５３３０．０６７１００．３１８８０．３８２１０１１

０．０１３４０．０１２５０．０１４５０．２４９１１０．２２５９１２

‐０．０２５１７０．００８１３‐０．０２７２０．２３８６０．１３５３１３

‐０．０３６１０‐０．００３１８‐０．０３９８０．０４８１８０．１３４７１４

‐０．１０４１１‐０．０５６‐０．０４６９０．０３７７０．０１５１５

‐０．１５５９‐０．１０６１‐０．０５８７０．００２２‐０．０７８１８１６

‐０．１６５７‐０．１１３１４‐０．１０２４‐０．０３１５‐０．０７８１１７

‐０．１６５１５‐０．２５８２‐０．１２８６‐０．０３９１‐０．２０２８１８

注）各列の左側の数値は、Ｔａｂｌｅ １の変数の番号に対応している。



集客数をあらわす「ボリューム」が考慮されていな

い。そのため、Table 4に示した五つの要因別の上

位１０都道府県は、資源の数という面からその要因を

強く持つ都道府県であり、必ずしも、集客数が多い

ことを示しているわけではない。前節で示したとお

り、資源があるだけでは魅力にはならず、アクセシ

ビリティが重要であること、また、それに対する政

策や事業の実施が加味されることによって「魅力」

が構成される。次節では、これら五つの要因が観光

需要に及ぼす影響を検討する。

　３－２　観光地の構造と需要

１）モデル

　前節で明らかにしたわが国の観光地の構造（都道

府県別の要因）が、実際にどの程度の説明力を持つ

のかを検証するために、ここでは前節で抽出された

五つの因子が、観光需要に及ぼす影響について分析

を行う。需要関数は線形を仮定し、需要量のデータ

として「観光入込客数」を用いる。「観光入込客数」

については基準が統一されていない等の問題点があ

るため、ここでの分析は、あくまでも、分析のフレ

ームワークを確認することにとどめる＊６。

　説明変数としては、前節の五つの因子のほか、移

動にかかる価格を表す変数として、「観光交通一般

化費用（ＮＩＴＡＳ＊７）」を用い、観光地までの距離を考

慮に入れた分析を試みる。これは、各都道府県庁間

の最短アクセス時間をＮＩＴＡＳにより算出し、それ

を「全国幹線旅客純流動調査」における観光目的デ

ータの各ＯＤ交通量で加重平均した変数である。な

お、この費用は一般化費用であり時間費用も含まれ

ている。ここでは時間距離および直接費用が小さけ

ればアクセスが容易であると想定する。

　推定式の構造を式�に示す。�は観光交通一般か

費用、��から��まではそれぞれの要因、分析対象年

度は、因子分析同様２０００年度である。なお、東京都

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）１１

観光需要に影響を及ぼす要因について

　＊５　これらの観点以外にも、「都道府県に存在する観光に関
係する資源」を表す変数があることが考えられるが、本
稿では公表データを用いることを主眼に置いたため、
Table 1に示す変数を用いた。また、変数の中には、デ
ータの制約により、次のような対処をしたものがある。
「１．国宝」は、美術工芸品と建造物の合計であるが、こ
のうち、美術工芸品については、対象各年のデータが入
手できなかった。そのため美術工芸品については、２００３
年『国宝・重要文化財都道府県別指定件数一覧』のデー
タを用いた。また、「１８．飲食料店数」は、２００４年度「サ
ービス業基本調査」から、飲食料店についての調査が始
まったため、２００４年度のデータを用いた。

　＊６　観光入込客数は用いていないが、観光需要に関する研究
は多数ある５，１４，１６）。なお、２０００年「全国幹線旅客純流
動調査」における観光目的データの集中量を用いて分析
を行ったが、有意な結果が得られなかった。この理由と
して、同調査の観光目的データは、公共交通機関のみの
デーであること、秋の１日のみの調査に基づいており偏
りがある可能性があること等が考えられる。

　＊７　ＮＩＴＡＳ（ナイタス）とは、交通水準研究会で検討され、
国土交通省により整備されたシステムである。このシス
テムでは、道路、鉄道、航空、船舶について、更新可能
なネットワークデータを備えることで、パソコン上で複
数の地点間（１ｋｍメッシュ）の所要時間、一般化費用を複
数の基準ごとに算出し、かつ社会経済指標との関係をビ
ジュアルに分析することもできるため、今後、地域交通
網計画やモビリティによる圏域構成などに活用が期待さ
れるシステムであると考える。なおＮＩＴＡＳの利用にあ
たり、ヒアリングおよび指標の算出についてご協力いた
だいた、国土交通省政策統括官付政策調整官室に改めて
感謝の意を表したい。なお、ＮＩＴＡＳ指標の利用にかか
わる誤りは、すべて筆者らの責任である。

１９１

Table 4　因子別都道府県順位・上位１０県

都道府県５都道府県４都道府県３都道府県２都道府県１順位
３．４５８２２長野２．２４３７２静岡５．７６３４５東京２．２６５２栃木３．９６１北海道１
２．１６７３３静岡２．１０７９９神奈川２．３６５６６大阪２．２１２３静岡３．４８１４７長野２
１．９０５０７神奈川１．３３８３３北海道１．０３５７９福岡２．０５１６２北海道２．００２４５新潟３
１．０４８９８広島１．２０１２２千葉０．５８８９７京都２．０２２１２兵庫０．７７８０１東京４
０．８９０９７愛媛１．０７５３９長崎０．５４３９５神奈川１．４２１４７千葉０．６６８７７山形５
０．７８５１６京都０．９７１９３新潟０．５０１４１愛知１．３９６１１埼玉０．６０６１７岐阜６
０．７３９７３山梨０．８７５４４鹿児島０．３１８６６埼玉１．１３６０３群馬０．６０１２３岩手７
０．７１６０４富山０．８６３４和歌山０．１７１２７千葉０．９０３５神奈川０．５５０３２福島８
０．５８５７５岡山０．７９５２２愛知０．１２９５５香川０．７０７８８山梨０．４０３８２秋田９
０．５５７６２滋賀０．７８５７８沖縄０．０９１２兵庫０．５７３６３茨城０．３８６１５広島１０

注）（　）内はt 値である。
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と大阪府は、観光入込客数のデータがないため除外

されており、サンプル数は総計４５である。

２）推定結果と若干のインプリケーション

　推定結果は、式�のとおりである。

　調整済み決定係数は０．７８１と高く、各変数の��値

も「観光交通一般化費用」、「第５因子」を除き、

５％水準で有意である。また、符号条件もすべて満

たしている。

　五つの因子のうち、もっとも強く観光需要に影響

を及ぼしているのは第３因子である。因子分析の結

果、第３因子には飲食料店数やホテルなどが上位に

あり、資源数の多さが観光入込客数の多寡、すなわ

ち集客可能性に強く影響を及ぼしていると考えられ

る。次に影響が大きいのは第２因子であり、レジャ

ーランドやゴルフ場などが寄与しているものと考え

られる。その他、第１因子、第４因子も有意である

が、第５因子については、ほとんど影響を及ぼして

いない結果となった。

　しかしながら、上述したように、これらの因子に

は、分析に用いた各変数の「ボリューム」が反映さ

れていないことに留意すべきであろう。このことを

前提とすれば、この分析から指摘できるのは各因子

に代表される資源が観光入込客数に対して有効な要

素であるか否かであって、量的な意味での影響力で

はない点である。たとえば、レジャーランドがある

場合には、それを活用した観光政策や事業により、

観光客を誘致することができるということになる。

　観光にかかる価格として用いた「観光交通一般化

費用」は、符号条件は満たしているものの、９５％水

準で有意な結果とはならなかった。しかし、観光行

動において、交通にかかる費用は無視しうるもので

はなく、変数を工夫するなどして、推定式を改良す

る必要があると考える。これについては、今後の課

題としたい。

　また、再度述べるが「観光入込客数」のデータは

都道府県間で統一されていないことから、以上の分

析は、分析手法に関する一つの提案であると解釈さ

れたい。

　４．まとめ

　本稿では、「いかに的確に観光需要をとらえ、そ

れに対応した行動をとるか」という問題意識から、

観光需要に影響を及ぼす要因について、先行研究の

整理をし、分析、検討を行った。

　観光需要に影響を及ぼす要因に関する研究は、土

木計画学を中心に、さまざまな分野で進められてお

り、そのほとんどはアンケート調査からデータを得

て分析をしている。ただ、この方法では、要因が及

ぼす影響の効果を時系列やマクロレベルで見るとい

う点について限界がある。また、計測される「魅力

度」について、必ずしも統一的な概念形成に至って

はいない。

　本稿の分析では、先行研究の整理から、「魅力度」

には、①観光資源、②交通アクセス、③観光政策・

事業という三つの側面があることを指摘し、それら

を総合した評価が「魅力度」であると提案とした。

さらに、観光地の形成プロセスを提示し（Fig.1）、

各段階に応じて、国、地方公共団体と民間主体の役

割を明確化させる必要性を述べた。

　以上の概念整理に基づいて、後半部分ではFig.1

の観光地の形成プロセスのうち、第１段階、すなわ

ち観光資源に着目し、わが国における観光資源の共

通要因を検討することから、観光地の構造把握を試

みた。「都道府県に存在する資源」を対象にし、公

表データから得た観光資源の変数について、因子分

析を用いて分析した結果、五つの因子を抽出した。

言い換えれば、わが国の観光地の構造は、この五つ

の因子から成ると指摘することができる。

　最後に、抽出された五つの因子と観光需要の関係

を検証するため、簡単な観光需要関数を想定して推

定を行った。需要量は観光入込客数とし、説明変数

として五つの因子の他、価格要因（アクセスの難易

度を含む）を考慮に入れた。この結果、五つの因子

中四つが観光需要量に有意に影響を及ぼすという結

果を得た。ただし、価格・アクセシビリティを表す

変数については、有意な結果を得られなかったため、

今後の検討課題としたい。

　本研究は公表データに基づいて各観光地（都道府

県）の観光特性を分析することを主眼に置いている。

本分析全体を通じた課題として、都道府県単位では

なく個別観光地における魅力度の構造把握を試みる

ことが必要であると考える。また、得られた結果か

ら政策的示唆を得るまでに至っていない。今後、さ

らに詳細な分析を重ねることによって国や地方自治

体の観光政策、および民間主体の事業運営に関する

現実的な戦略を得ることを目的としたい。
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３７）国土交通省『観光白書』２００３年

３８）国土交通省『観光白書』２００５年

３９）社団法人日本観光協会『数字でみる観光』２０００

年

４０）総務省統計局『サービス業基本調査』２００４年

４１）日経産業消費研究所「特集国内リゾート地の魅

力度・将来性」専門家・消費者調査、２００５年

４２）日本経済新聞社、日経産業消費研究所「観光の

街なか魅力度とニーズ－　専門家の評価と消費

者調査－」調査報告書、２００４年

４３）文化庁『国宝・重要文化財建造物目録』１９９９年

４４）文化庁『国宝・重要文化財都道府県別指定件数

一覧』２００４年

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ 平成１８年１０月（　　）１４

鎌田裕美、山内弘 １９４


